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１ 施策の推進に向けて 

 

「小平市下水道プラン（後期計画）」を引き続き実効性のあるものとするためには、今後とも行政と

市民や事業者が一体となって取り組んで行く必要があります。 

「小平市下水道プラン（後期計画）」に記載した施策は、行政側が率先して行い、下水道サービスを

提供していくものですが、市民や事業者は下水道の利用者としての役割を認識し、この下水道プラン

の取り組みに参加して頂くことにより、より質の高い下水道サービスを提供、維持していくことが可

能となります。 

市民や事業者の取り組みとしては、できることから始めて頂き、浸水被害や環境への負荷軽減へ貢

献することで、基本理念である「快適な生活環境を支える下水道」を行政と一体となって実現して頂

きたいと考えます。 

行政の取り組みとして、「小平市下水道プラン（後期計画）」に基づく下水道サービスの提供を行う

ほか、市民や事業者の取り組みについてバックアップしていきます。また、本計画を着実かつ効率的

に進めていくため、計画内容や毎年度の進捗状況等を市ホームページ等で市民や事業者へ積極的に情

報発信し、事業の透明性を確保するとともに、市民・事業者からのご意見や社会情勢の変化、新規事

業の要請にも柔軟に対応し、より良い事業展開を図っていきます。 

「小平市下水道プラン（後期計画）」の計画期間は、平成 32 年度までの５年間としますが、最終年

度において同計画の取り組みに対する評価を実施し、以後の小平市の下水道事業の方向性を示す新た

な計画を策定するものとします。 

 

図 4-1 市民・事業者・行政の連携 

  

行 政 

（下水道サービスの提供・

 取り組み支援・情報提供）

  

市民・事業者・行政の連携による小平市下水道プラン（後期計画）の推進

市 民 

（浸水被害や環境への負荷の軽減）

例．雨水浸透施設の設置、油等の流入防止 

事業者 

（浸水被害や環境への負荷の軽減）

例．雨水浸透施設の設置、油等の流入防止 

第４章 後期計画の取り組みにあたって 
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２ 各施策の目標数値等 

 

第３章に示した後期計画における施策について、各施策の目標数値等の一覧を表 4-1 から表 4-3

に示します。 

 

表 4-１ 各施策の目標数値等 

基

本

方

針 

施 策 
後期計画期間 

（H28～H32） 

年度毎に公表する

実績数値等 
備考 

Ⅰ 

環
境
に
配
慮
し
た
ま
ち
づ
く
り 

1 汚水処

理対策 

(1)土地区画

整理事業※や

道 路 整 備 等

の 開 発 に 併

せ た 管 き ょ

整備 

目 標 開発に併せた遅滞ない整備 

整備路線 

（路線数） 

平成 27 年度現在で事業着手し

ている道路整備に伴う管きょ整

備路線数 
目標 

数値等 

整備路線：5 路線 

（平成 28 年度から平成 32

年度まで） 

(2)未接続家

屋の解消（下

水 道 へ の 接

続依頼） 

目 標 下水道への接続促進 

実施状況  
目標 

数値等 

未水洗家屋の調査及び現状分析 

（平成 26 年度末：745 件） 

2 合流式

下水道※改

善対策 

 

(1)雨水浸透

施設の設置 
目 標 雨水浸透ます※の設置 

雨水浸透ます 

設置数 

（基） 

 

目標 

数値等 

設置基数：100 基 

(平成 28 年度から平成 32 年度

まで、年間 20 基程度) 

3 雨水浸

透対策 

(1) 雨 水

浸透施設

の設置促

進 

目 標 
関係各課等との連携による雨水

浸透施設の設置促進 
浸透量 

（m3/hr） 

浸透量（m3/hr）＝１時間あたり

の地中に浸み込む水の量 目標 

数値等 

設置浸透量：約 117m3/hr 

(平成 28 年度から平成 32 年度

まで) 

4 資源の

有効利用 

(1) 雨 水

貯留施設

の設置促

進 

目 標 
関係各課等との連携による雨水

浸透施設の設置促進 雨水貯留施設 

設置数 

（箇所） 

 

目標 

数値等 

新規公共施設への雨水貯留施設

の設置 

(2)下水道資

源(再生水※、

下水汚泥※建

設資材等)の

利用促進 

目 標 

東京都との連携による再生水の

利用継続 

（用水への送水、下水道施設の清

掃や洗浄への利用促進） 

下水道工事への下水汚泥建設資

材の利用継続 

再生材使用率 

（%） 

再生材使用率（％）＝使用した

再生材延長／使用した鉄筋コン

クリート延長×100 

目標 

数値等 
再生材使用率：100% 

5 施 設 の

適正管理 

(1)下水道台

帳（電子化）

等 に よ る 施

設管理 

目 標 システムの継続的な活用 

 システム整備・ 

検討状況 

 

目標 

数値等 

管路調査成果の取り込み 

（システム機能拡充） 

(2)管きょの

つまり、臭気

対策の実施 

目 標 下水道への排出に対するＰＲ及

び定期的な点検の実施 
ＰＲ実施回数（回）

 

目標 

数値等 
ＰＲ実施回数：3 回/年 
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表 4-2 各施策の目標数値等 

基

本

方

針 

施 策 

後期計画期間 

（H28～H32） 

目標 

年度毎に公表する 

実績数値等 
備考 

Ⅱ 

安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り 

1  浸 水

対策 

重点施策 

 

(1)未整備地

区における雨

水管きょ整備 
目 標 浸水被害歴がある地区の整備 

 

 

 

浸水被害歴地区 

整備進捗率 

（%） 

雨水管きょ整備率 

（％） 

浸水被害歴地区整備進捗率

（％）＝浸水被害歴地区雨水

管きょ整備済み区域面積／

浸水被害歴地区雨水管きょ

整備対象区域面積×100  
 

雨水管きょ整備率（%）＝雨

水管きょ整備済み区域面積

／雨水管きょ整備対象区域

面積（分流式下水道※ 

654.6ha）×100 

目標 

数値等 

浸水被害歴地区 

整備進捗率：100% 

（雨水管きょ整備率：21.1％）

(2) 雨 水 貯

留・浸透施設

の設置促進 
目 標 

関係各課等との連携による設置

促進 

右の施策の 

公表数値・内容 

対象施策：「Ⅰ-2 合流式下

水道※改善対策」、「Ⅰ-3 雨

水浸透対策」、「Ⅰ-4 資源の

有効利用」 

(3)市民等と

の連携（被害

軽減に対する

取り組み） 

目 標 

関係各課等との連携による浸水

に対する情報提供や水防演習等

の継続的な実施 

情報提供及び 

水防演習等の 

実施回数 

（回） 

 

目標 

数値等 

浸水に対する情報提供、水防演習

等の実施回数：3 回/年 

2  地 震

対策 

重点施策 

 

(1)下水道施

設の地震対策 目 標 
避難所へのマンホールトイレ※ 

の設置 マンホールトイレ 

設置率 

（%） 

 

目標 

数値等 

避難所におけるマンホールトイ

レ設置率：100％ 

3  施 設

の老朽化

対策 

重点施策 

(1)計画的な

点検・調査の

実施 

目 標 
対策優先順位が高い地区の点

検・調査の実施 
点検・調査延長 

（km） 

 

目標 

数値等 

点検・調査延長：105km 

(平成 28 年度から平成 32 年度

まで) 

(2)施設の長

寿命化※ 目 標 
事業計画における選定路線の長

寿命化対策 

長寿命化対策達成率 

（%） 

長寿命化対策達成率（％）＝

長寿命化対策工事実施済み

延長／事業計画における長

寿命化対策工事選定路線延

長×100 
目標 

数値等 

長寿命化対策達成率：100％ 

（事業計画対象路線） 
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表 4-3 各施策の目標数値等 

基

本

方

針 

施 策 

後期計画期間 

（H28～H32） 

目標 

年度毎に公表する 

実績数値等 
備考 

Ⅲ 

環
境
意
識
が
高
い
ま
ち
づ
く
り 

1  環 境

学習の継

続 

(1)下水道や環

境に対する情

報発信及び市

民意見聴取 

目 標 
下水道事業への取り組みについて

の PR の促進及び意見聴取 

 ホームページでの 

情報発信回数 

（回） 

 

目標 

数値等 

ホームページによる下水道事業、

イベント・展示情報等の情報発信： 

24 回/年 

(2)「ふれあ

い 下 水 道

館」の活用 

目 標 イベントの開催や展示の実施 

イベント等開催回数 

（回） 

 

目標 

数値等 

イベント等の開催回数：  

24 回/年 

Ⅳ 

下
水
道
経
営
基
盤
の
強
化 

1  経 営

の 効 率

化・健全

化 

(1)計画的な財

政運営 目 標 
中長期的財政見通しに基づいた 

計画的な財政運営 

策定状況 

 

目標 

数値等 
経営戦略※の策定 

(2)公営企業会

計※への移行 目 標 公営企業会計への移行 

検討・移行状況 

 

目標 

数値等 

平成 28 年度より移行準備 

平成 32 年４月までに移行 

2 収入の

適正化 

(1)未接続家屋

の解消（下水道

への接続依頼） 

目 標 
下水道への接続促進による下水道

使用料※収入の増加 
実施状況  

目標 

数値等 

未水洗家屋の調査及び現状分析 

（平成 26 年度末：745 件） 

(2)将来的な収

支の見通しを

踏まえた下水

道使用料金の

検証 

目 標 
収支改善による経費回収率（汚水処

理費回収率）の向上 経費回収率 

（汚水処理費回収率） 

（％） 

経費回収率（汚水処理費回

収率）（％）＝下水道使用料

収入／汚水処理費×100 目標 

数値等 

経費回収率（汚水処理費回収率）：

100％以上を維持 
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１ 用語解説 

用 語 解   説 

ア行 一般会計 会計区分の一つで、地方公共団体の行政運営の基本的な経費を網羅した会

計のこと。 

これに対し、特定の事業を行ったり、特定の歳入を特定の歳出に充てるた

め、経理を独立して設けられるものを特別会計という。下水道事業は、特

別会計に属する。 

雨水浸透トレンチ 雨水浸透機能を有した管きょ。 

雨水浸透ます 雨水ますの底部に穴を開け、その周囲に砂利を敷き並べ、そこから雨水を

地下に浸透させるもの。 

打ち水 庭や道路等屋外に水を撒く昔からの日本の風習。また、その撒く水のこと。

汚濁負荷量 公共用水域に排出される有機物や窒素・リン等の汚濁物質量。 

カ行 共 助
きょうじょ

 自分だけでは解決や行うことが困難なことについて、周囲や地域が協力し

て行うこと。 

経営戦略 各公営企業が、将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期

的な経営の基本計画。 

下水汚泥 下水処理場等から下水を処理した際に発生する泥状物質。 

下水道事業債 地方公共団体が下水道事業債の一部にあてるため負担する債務（地方債）

の一種。 

下水道使用料 下水道の維持管理費等の経費に充てるため、下水道管理者が条例に基づき

使用者から徴収する使用料金のこと。 

現金主義 現金の収入・支出という事実に基づいて記録すること。 

健全な水循環 平成 10 年に発足した健全な水循環系構築に関する関係省庁連絡会議（環

境省、国土交通省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省）の中では、「流

域を中心とした一連の水の流れの過程において人間の営みと環境の保全

に果たす水の機能が、適切なバランスの下に確保されている状態」と定義

されている。 

公営企業会計 独立した企業として経営を成り立たせていく会計制度。これにより財政の

適正化、使用料金の最適化等へ結びつき下水道基盤強化に直接繋がる効果

が期待される。 

公共下水道 主として市街地における下水を排除し、または処理するために地方公共団

体が管理する下水道。小平市では、昭和 45 年度に事業として整備を始め

た。 
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用 語 解   説 

カ行 

(つづき) 

公共用水域 水質汚濁防止法に定められる公共利用のための水域や水路（河川、湖沼、

港湾、沿岸海域、公共溝きょ、かんがい用水路、その他の公共の用に供さ

れる水域または水路）のこと。 

高度処理 通常の有機物除去を主とした処理（二次処理）で得られる処理水質以上の

水質を得る目的で行われた処理。除去物質は浮遊物、栄養塩類、その他が

ある。 

合流式下水道 汚水及び雨水を同一の管きょで排除し、処理する方式。 

分流式に比べ管路施設の建設が容易（経済的・効率的）である一方、雨天

時に汚水の一部が公共用水域へ未処理で排出されるため、汚濁負荷量、病

原性微生物等による公衆衛生上の安全性、きょう雑物（下水に含まれる固

形物で、管きょ内の堆積物の原因となる物質）による景観に関する課題が

ある。 

※昭和 45 年 12 月の下水道法改正以降に策定された下水道計画は、分流

式下水道により整備が行われている。 

サ行 再生水 高度処理等によって、種々の再利用に適するようになった下水。 

財務諸表 事業者が利害関係者に対して一定期間の経営成績や財務状態等を明らか

にするために複式簿記に基づき作成される書類。 

在来管 小平市において、公共下水道が整備される前から排水路として活用されて

いた管きょ（開水路も含む）。 

自助
じ じ ょ

 災害等に対して自分自身の力で生命・家族・財産等を守る行動をいう。 

タ行 単式
たんしき

簿記
ぼ き

 １つの取引について、一面（１つの科目）のみを把握し、その増減を記入

する簿記のこと。 

地球温暖化 人間の活動により二酸化炭素等の温室効果ガスが大気中に蓄積すること

により生じる気温の上昇や降水量の変化等の気象変化。 

地方公営企業 地方公共団体が、住民の福祉の増進を目的として設置し、経営する企業。

一般行政事務に要する経費が権力的に賦課徴収される租税によって賄わ

れるのに対し、公営企業は、提供する財貨又はサービスの対価である料金

収入によって維持される。 

中水道 水道ほど上質ではないが、下水よりはるかに浄化され、トイレ用水、散水、

冷却・冷房用水、消化用水、清掃用水等に利用できる再生水のこと。 

長寿命化 時間とともに老朽化していく施設の予防保全的な管理及び管きょ内面の

被覆あるいは部分取替等により、施設の耐用年数（本来の用途に使用でき

ると思われる推定年数）を延ばし、機能を維持すること。長寿命化を効率

的に行うため対策内容、規模、期間等を定める計画を「長寿命化計画」、

施設の延命化を図り、かつ、ライフサイクルコストが安価となる対策のこ

とを「長寿命化対策」という。 
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用 語 解   説 

タ行 

(つづき) 

土地区画整理事業 都市計画区域内の土地について、公共施設の整備改善及び宅地の利用促進

を図るため行われる土地の区画形質の変更及び公共施設の新設または変更

に関する事業をいう。 

ハ行 ハード対策 施設を設置することによって被害抑制を図る対策。 

排水設備 下水を公共下水道に流出させるために必要な排水管、その他の排水施設で、

土地、建物等の所有者及び管理者が設置するもの。 

発生主義 現金の収入や支出に関係なく、収益や費用の事実が発生した時点で計上し

なければならない会計上の扱い。 

ヒートアイランド

現象 

都市部において、人口や経済活動が集中して、エネルギー消費増加に伴う

排熱の増加や大気汚染による放射赤外線の減少により、都市内の気温が郊

外に比べ上昇すること。 

PDCA サイクル Plan（計画）、Do（実行）、Check（評価）、Act（改善）の４段階を順次

行い継続的に事業を改善するための運営管理、品質管理の手法の一つ。 

複式
ふくしき

簿記
ぼ き

 すべての取引を、資産、負債、資本、費用又は収益のいずれかに属する勘

定科目を用いて、ある勘定の借方と他の勘定の貸方に同じ金額を記入し、

貸借平均の原理に基づいて組織的に記録・計算・整理する簿記のこと。 

分流式下水道 汚水と雨水を別々の管きょ系統で排除する方式。 

汚水のみを下水処理場に導く方式であるため雨天時に汚水を公共用水域に

未処理で放流することがないので、水質汚濁防止上有利である。 

マ行 マンホールトイレ 災害時に下水道管路にあるマンホールの上に簡易なトイレ設備を設け、使

用するもの。 

水再生センター 東京都で定義している下水処理場の名称。一般的には、下水道法第 2 条に

定める終末処理場のこと。 

ラ行 ライフサイクルコ

スト 

ある施設における初期建設コストと、その後の維持管理費用等を含めた生

涯費用の総計。 

流域下水道 2 以上の市町村からの下水を受け処理するための下水道で、下水処理場と

幹線管きょからなる。事業主体は原則として都道府県である。 

小平市の下水道は、多摩川流域下水道及び荒川右岸東京流域下水道に属す

る。 
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２ 小平市下水道プラン後期計画見直しの経過 

 

 

年月日 項目 内容 

平成 27 年 4 月 28 日 
平成 27 年度 

第 1 回小平市環境施策推進本部会議※1

小平市下水道プラン後期計画の見直

しの基本方針策定 

平成 2７年 9 月 16 日 
平成 27 年度 

第 3 回小平市環境施策推進本部会議 

小平市下水道プランの進捗状況及び

後期計画の見直しの概要説明 

平成 27 年 9 月 18 日 
平成 27 年度 

第 1 回小平市環境審議会※2 

小平市下水道プランの進捗状況及び

後期計画の見直しの概要説明 

平成 27 年 12 月 9 日 
平成 27 年度 

第 4 回小平市環境施策推進本部会議 

小平市下水道プラン後期計画の見直

し素案について 

平成 27 年 12 月 15 日 
平成 27 年度 

第 2 回小平市環境審議会 

小平市下水道プラン後期計画の見直

し素案について 

平成 28 年 1 月 21 日 
平成 27 年度 

第 5 回小平市環境施策推進本部会議 

小平市下水道プラン後期計画の見直

しについて 

平成 28 年 1 月 26 日 
平成 27 年度 

第 3 回小平市環境審議会 

小平市下水道プラン後期計画の見直

しについて 

平成 28 年 3 月 小平市下水道プラン公表  

 

※ １  小平市環境施策推進本部は、小平市環境基本条例第 8 条第 2 項の規定に基づき設置される、副

市長、部長及び部長相当職で構成される庁内組織であり、小平市の環境の保全等に関する施策

について総合的に推進及び調整を行います。 

※ ２  小平市環境審議会は 、 小平市環境基本条例第１４条に基づく市長の附属機関であり、環境基本

計画及び環境保全等に関する基本的事項に関することについて調査及び審議します。市民、事

業者、学識経験を有する者及び関係行政機関の職員により構成されます。 
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３ 小平市環境審議会委員名簿 

 

【第8期】任期2年（平成27年9月1日～平成29年8月31日） 

 役職 氏名 区分 

１ 会長 奥 真美 
学識経験者 

（規則第 2 条第 3 号） 

２ 副会長 細江 卓朗 
市民 

（規則第 2 条第 1 号） 

３ 委員 石井 佑 
市民 

（規則第 2 条第 1 号） 

４ 委員 泉 慎一 
市民 

（規則第 2 条第 1 号） 

５ 委員 栗原 道彦 
市民 

（規則第 2 条第 1 号） 

６ 委員 柴尾 裕美 
市民 

（規則第 2 条第 1 号） 

７ 委員 猪熊 勇一 
事業者 

（規則第 2 条第 2 号） 

８ 委員 小川 泉 
事業者 

（規則第 2 条第 2 号） 

９ 委員 内藤 雅夫 
事業者 

（規則第 2 条第 2 号） 

10 委員 市川 徹 
学識経験者 

（規則第 2 条第 3 号） 

11 委員 中島 裕輔 
学識経験者 

（規則第 2 条第 3 号） 

12 委員 金子 亨 
関係行政機関の職員 

（規則第 2 条第 4 号） 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

 

 

表紙のイラスト：ふれあい下水道館 

地下 25m に埋められている実際の下水道

管きょの中に入り、下水の色や臭い等を体験

できる全国でも珍しい施設です。 

本市全域の下水道整備（汚水）が完了した

ことを記念して作られました。 

小平市下水道プラン 

 

発 行 年 月 平成 28 年（2016 年）３月 

編集・発行 小平市環境部下水道課 

住   所 〒187-8701 

      小平市小川町二丁目 1333 番地 

電 話 番 号 (042)341-1211（代表） 

ファックス (042)341-9520 

電子メール gesuido@city.kodaira.lg.jp 

価   格 ￥300 

この印刷物は再生紙を使用しています。 



 

 
 

 


